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「両利き」とは

「すでに知っていることの活用

（知の深化）」と

「新しい知の追求

（知の探索）」

を両立させること。

（Levinthal & March, 1993, p.105） 1



「両利き経営」とは

「主力事業の絶え間ない改善（知の深化）」と

「新規事業に向けた実験と行動（知の探索）」を

両立させることの重要性を唱える経営論のこと。

（チャールズ・オライリー

＆マイケル・タッシュマン、2004年） 2



３つの両利き

① 連続的両利き（Sequential Ambidexterity）：

時間の経過とともに組織構造をシフトさせることで、両利きを達成する（Duncan, 1976）。

② 構造的両利き（Structural Ambidexterity）：

組織内にサブユニットを設けることで両利きを達成する（Tushman & O’Reilly, 1996）。

③ 文脈的両利き（Contextual Ambidexterity）：

探索と深化を時間で分けることで両利きを達成する（Gibson & Birkinshaw, 2004）。 3



報告者紹介
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などの研究に携わる。
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専門は、経営学＆心理学（という名の深化）

製造業とソーシャルディスタンス

文化的知性、感情的知性と、ライフスタイル
海外現地法人の報酬と組織コミットメント

海外現地法人のCOVID-19とコンプライアンス

やりがい搾取
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と、脳科学（という名の探索）

脳と香り

脳と環境汚染

脳とライフスタイル
脳と食事
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と、経営学×脳科学（イノベーション？）

脳と仕事のパフォーマンス

脳とワークエンゲージメント

脳と両利き

脳とダイバーシティ
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と、中小企業の両利き（という名の新たな探索）

本日の報告、およびこれらの成果物は、
一般財団法人機械振興協会経済研究所
「中小製造業の『両利き経営』によるイノ
ベーション戦略委員会」の成果です。

中小企業のデジタル化、オープンイノベー
ション、両利き、グリーンイノベーション

https://www.preprints.org/manuscript/202504.0009/v1



はじめに
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深化と探索のバランス

11

両利き経営の分野において、企業は両利きを達成するために

深化と探索のバランスをとる必要がある

と考えられている。なぜなら、

深化への偏重は成功の罠、

探索への偏重は失敗の罠に陥る（Levinthal and March 1993）。



両利き経営は難しい

12

両利き経営が難しいのは、深化と探索の両方に限られた
リソースを振り向けることが困難で非効率だから。

そのため、中小企業は、深化か探索のどちらかに特化した

ほうがパフォーマンスが高いとする議論がある。

一方、条件が揃えば中小企業でも両利きが可能という議論

もある。



深化のメリット、デメリット
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深化のほうが利益を出し易い。
そのため、中小企業は深化に傾倒し易い。

メリット
短期的には、効率性と価格競争力を高める。

デメリット

時代の変化への対応を困難にし、

長期的には、企業の競争優位性を下げる。



深化の害

「探索よりも深化を迅速に洗練させるこ

とによる適応プロセスは、短期的には効

果的になる可能性が高いが、長期的に

は自己破壊的になる可能性がある」

（March, 1991） ※報告者訳 14



探索と長期的視点
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そのため、深化に偏重せず、
探索を取り入れることは大事。

探索は、

• 企業が独自の知識ベースを再編成し、新製品を開発し、

ニッチ上で競争上の優位性を達成するのに役立つ。

• そのため、急速に変化するビジネス環境において、企業

が長期的視点に立って変化に適応するのに役立つ。



ダイナミックな環境と探索

16

とりわけ、ダイナミックな環境においては、

深化よりも探索を重視するべき

ことを主張する研究がある。

例えば・・



ドイツと探索
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熾烈な競争、活発な研究開発、急進的なイノベーション
を特徴とするドイツのエンジニアリング業界の中規模企業 150 

社を対象とした研究では、

企業が存続し、競争優位性を高めるために、

深化搾取よりも探索を優先して、

根本的に新しい知識、製品、サービスを生み出す必要がある

ことを示した（Clauss et al., 2021）。



スペインと探索

18

同様に、競争の激しさで知られるスペインのアグリビジネ

ス業界の中小企業150社を対象とした研究では、

探索的イノベーションは深化搾取的イノベーションと比較し

て市場と財務パフォーマンスに強い影響を与えること

が明らかにされた（Corchuelo Martínez-Azúa et al., 2024）。



日本の事情

19

プロダクト・イノベーション（自社にとって新しい

商品・サービスを市場へ導入するイノベーション）を実現し
た企業の比率は、ドイツ40％、イタリア36%、フランス34%

などに比べて、日本は13％と低い。

また、日本国内での同数字は、大企業の26%に対して、

中規模企業は11%、小規模事業者は9%と、

企業規模によって大きな差がある
（文部科学省科学技術・学術政策研究所, 2020）。



ケイレツがイノベーションの足枷

20

これは、日本の中小企業が、既存のサプライチェーンの中で

大企業が求めるスペックの製品や部品を迅速・正
確に供給することを期待されてきたため（中小企業庁, 2023）。

そのため、自社の強みやコア技術を認識していない中

小企業は7割にのぼる（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング, 2023）。



イノベーション活動の阻害要因

21

イノベーション活動の阻害要因を尋ねた調査では、

• 能力のある人材や自己資金の不足、

• イノベーション活動に係る高コスト

などが上位にあがった（文部科学省科学技術・学術政策研究所, 2020）。
具体的には・・・
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• 社内の漠然とした課題感を大学や相談窓口に相談できるまでの棚卸
をできる人材が社内にいない、

• 学会に出向く機会がなく、専門分野の最新傾向を認知していない、

• 地域金融機関/ VCに技術的知見がなく、今後ニーズがある技術を持

つ企業を見極められない、

• 所有と経営が一体化したいわゆる家業であり、上場する気がなく、出

資を得ることができない

などが、イノベーションの阻害要因（文部科学省科学技術・学術政策研究所, 2020）。



イノベーションのジレンマ

23

そのため、ニーズ探索において必要な情報の入手先を尋

ねた調査では、取引先59%、同業他社45%など既存
事業の関係者が上位にあがる（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ

ング, 2023）。

既存の顧客ニーズにとらわれて破壊的イノベーションを生み

出せないイノベーションのジレンマ（Christensen, 1997）

に陥っている（中小企業庁, 2023）。
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https://toyokeizai.net/articles/-/305116?display=b



脱下請け化

25

今日、産業構造の転換によるニーズの細分化や複雑化、
予測困難性の高まりにより、中小企業において、

• 下請け構造から脱し、既存のネットワークを超えた

幅広いソースから取り入れた情報を活用することや、

• 技術シーズを機動的に新規事業につなげるイノベー

ション活動を行うことが、ますます重要になっている
（中小企業庁, 2023）。



ICT化や環境意識の高まり

26

加えて、コロナ禍を契機としたICT化の波や、SDGsを

契機とした地球環境への人びとの意識の高まりは、企業経

営者に対して、従来の方法に固執することのリスクを高

め、変革を迫るものとなっている。

さらに、日本経済のリスク分散の観点からも、国内に多

数のイノベーション活動が行われる必要がある（中小企業庁, 

2023）。



視点をどこに置くか

27

両利きは、たとえ企業の観点では短期的な売上に直結し

ない、採算の合わない不合理なものであっても、国、或い

は地球全体の観点では、長期的に遂行すべき合理的な

ものである可能性がある。

両利き経営が個別企業のパフォーマンスに与える影響だ

けでなく、将来の変化を見据えて、両利き経営を可能にする

要因にも目を向ける必要がある。



求められる研究

28

では、どのような要因が中小企業の
両利きと関係しているか。

最近の計量書誌学的研究は、今後、

• 戦略的俊敏性、
• オープンイノベーション、
• デジタルトランスフォーメーション、
• エコイノベーション

を組み合わせた研究が活発化すると予想（Ragazou et al., 2022）。
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中国

韓国

引用：
Ragazou, K., Passas, I., 

Garefalakis, A., & Dimou, I. 

(2022). Investigating the 

research trends on strategic 

ambidexterity, agility, and open 

innovation in SMEs: 

Perceptions from bibliometric 

analysis. Journal of Open 

Innovation: Technology, Market, 
and Complexity, 8(3), 118.

中小企業における戦略的両利き、俊敏性、オープンイノベーショ
ンの統合の分野における、国別科学的研究論文数のランキング。 日本人研究者の論文は少ない。

⇒つまり、既存の中小企業の
両利きの議論に日本の状況は
反映されていない。



本研究の目的
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そこで、本研究では、

両利き、探索、深化と、

• パフォーマンス、

• 社内環境の整備（戦略的俊敏性）、

① 情報取得（オープンイノベーション） 、

② ICTの活用（デジタルトランスフォーメーション）、

③ 脱炭素経営の実践（エコイノベーション) 

との関係を明らかにする。※次節では①・②・③を詳しく取り上げる。



両利きを促進する要因

①オープンイノベーション

31



オープンイノベーションとは

32

• 外部環境から知見を得て、

• 異なる視点や経験を結びつけ、

• 日々の課題を克服し、

• 技術力を伸ばす

ためのプロセスのこと。



情報の種類の違いと両利き

33

取引先などの既存のネットワークの情報は、深化を促す要

因にはなっても、探索を促す要因にはなり難い。

一方、ネットワークを拡大し、展示会などの集まりや、

大学などの専門機関から得た情報は、深化だけでなく

探索を促す要因になる可能性がある。



情報が両利きを可能にする

34

スペインの中小企業429社を対象とした研究は、適切な情報
マネジメントとイノベーションの両利き性がの企業業績

にプラスの貢献をすることを示している（Soto-Acosta et al., 2018）。

同様に、イタリアの知識集約型企業189社を対象とした研究

では、両利きが外部知識の調達を伴うことで企業業績に

プラスの影響を与えることが示されている（Vrontis et al., 2017）。
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特定の地域に興味を持たず、最適な場所を求めて動き

回る多国籍企業とは対照的に、中小企業は歴史的に特
定の場所や地域住民と何世代にもわたって結びつ

いている。

例えば、バーデン・ヴュルテンベルク州、バイエルン
州、ノルトライン・ヴェストファーレン州に拠点を置

くドイツの中小企業は、地元のソーシャルキャ
ピタルの文脈に根ざし、周辺コミュニティ、企
業、大学とのつながりを活用して、効果的に国際
市場に参入している（Kraus et al., 2022）。

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝとｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟﾀﾙ

https://en.wikip
edia.org/wiki/Ba
den-
W%C3%BCrttem
berg%E2%80%93
Bavaria_rivalry
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リソースの乏しい中小企業でも、

外部にある知識へのアクセスにより、

リソースの課題を克服することが可能。

とりわけ、企業間の競争が激化し、
製品ライフサイクルが短縮される傾向にある今日、
情報に対する開放性は中小企業の

市場への柔軟性を高めるのに役立つ。

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのメリット
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オープンイノベーションは、多くの場合、

オーケストレーションを伴う。

具体的には、

• 取引コストや、
• パートナーシップの管理コスト、
• 内部資産が流出するリスク

を伴う。

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのデメリット
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そのため、オープンイノベーションの導入コスト
は、財政的に制約のある中小企業にとって重要な考

慮事項であり、少なくとも短期的には損をする可

能性が高い（Costa et al., 2023）。

⇒そこで、次は管理を簡単にするためのICTを取り上げる。



両利きを促進する要因

②ICTの活用

40



変化はチャンス

41

中小企業の良さは、俊敏であること。そのため、

市場の変化によって生み出される機会を見逃さず、

上手く利用すると、競合他社を凌駕する可能性が高い。

例えば、

• コロナ禍以降に普及の進んだICT化や、

• SDGsとの関連で取り組みが活発化した脱炭素経営

などは、中小企業間で取り組みに差が生まれていた。



ICTと両利き

42

ICTは、

• 市場の変化にタイムリーに対応し、

• 複雑なデータ収集と処理を強化し、

• 知識の探索と活用の速度を向上させる。

⇒そのため、ICTを活用することで、

オープンイノベーションによる両利きが可能。
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中国の隠れたチャンピオン企業139社の

マネージャーの434人を対象とした研究は、

• ステークホルダーとの価値共創と、

• ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾃﾗｼｰの高いﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ）

の相乗効果が、

探索と競争優位性の関係を強め、

深化と競争優位性の関係を弱める

ことを示す（Cai et al., 2024）。

⇒オープンイノベーションとデジタル化は探索を促進する。



ICT化の費用と効果

44

もちろん、ICT導入にも

• コストがかかり、

• ICTに明るい人材が必要。

しかし、上手く利用する能力があれば費用対効果は大。
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中国の上場中小製造業企業1,303社
を対象とした研究は、

• デジタル化が深化よりも探索を促すことや、

• 金融機関とのﾈｯﾄﾜｰｸに基づく資金調達力および

• 大学院修了者などの専門人材の雇用を

伴うことでこの効果が増大することを示唆（Yang and Xiao, 2024）。



ICT化とエコイノベーション

46

ICT化は、両利きを可能にすると同時に、
脱炭素経営に必要なエコイノベーション
を可能にする。

c.f. 
• ブロックチェーンを利用したグリーン

ウォッシュの防止、
• AIを利用したエネルギー消費の最適化、

など。

⇒そこで、次は脱炭素を取り上げる。



両利きを促進する要因

③脱炭素経営の実践

47



脱炭素に向けた動き

48

154カ国・1地域が、年限つきでカーボンニュートラル

の実現を表明（COP26が終了した2021年11月時点）。

国内外で、サプライチェーン全体の脱炭素化やそれに伴う経

営全体の改革、いわゆるグリーントランスフォー
メーションが加速。

デジタル技術を活用してサプライチェーン上のCO2排出
量を可視化する取り組みも活発に（経済産業省資源エネルギー庁, 

2022）。



変わる環境意識

49

グローバル企業を中心に、自社の排出量だけではなく、

原材料・部品調達段階や製品の使用段階も含めた総排

出量を削減する動きや、金融機関の融資先の選定基準に

地球温暖化への取組状況が加わるケースが増加（環境省, 2024）。



取引先からの要請

50

そのため、中小企業においても、脱炭素経営の実践は不可避。

中小企業の25.7％が脱炭素の取り組みについて取引先か
らの要請を受けている（日本・東京商工会議所, 2024）。

こうした圧力は、中小企業が脱炭素化戦略を追求するた

めの大きな理由。
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Coupa
https://coupa.co.jp/blog/customer-
community/keynote-coupa-japan-
symposium-2022-report



今こそ中小企
業・小規模事業

者の成長志

向・変革者・

挑戦者といっ
た側面に改めて
フォーカスし、

グリーン化や

デジタル化な
どの成長分野

への挑戦を支
援するタイミ
ング
https://www.chusho.meti.go.j
p/koukai/shingikai/soukai/20
22/220622HS/01_1.pdf

中小企業庁
2022 年6月 52
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令和6年度(2024年
度) 東京都中小企
業振興施策早見表
https://www.san
gyo-
rodo.metro.tokyo.
lg.jp/chushou/sh
oko/hayamihyou/
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ドイツの新連立政権、サステナビリティ・デューデリジェンス法を廃止

とはいえ、SDGsに全振りすることもリスク

ESG Today 2025 https://www.esgtoday.com/new-german-coalition-government-eliminates-sustainability-due-diligence-law/



本研究の仮説
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深化

探索

パフォーマンス両利き

社内環境の整備

情報取得

ICTの活用

脱炭素経営の実践

仮説と分析モデル



調査概要

57



参加者

58そのうち、不完全回答の18件を除く123件を有効回答として分析に用いた。



59

業
種



60

資
本
金
規
模



61

正
社
員
数



62

生
産
形
態



63

得
意
分
野



尺度

64



両
利
き

65

探
索

深
化

Lubatkin et al (2006)を一部改変。

注：両利き＝（探索＋深化）÷２。



社
内
環
境
の
整
備

66

O’Reilly and 
Tushman (2021)な
どを参考に作成。



情
報
取
得

67

Stanko & Henard (2017)を一部改変。



68

情報取得１

（専門家から）

情報取得２

（集まりから）

情報取得３

（取引先から）

投資家（株式投資家など）から取得している 0.792 -0.049 -0.111

コンサルタントから取得している 0.683 0.202 0.064

試作・研究開発型ベンチャー企業から取得している 0.665 0.287 0.012

公設試の講習会・セミナーから取得している 0.613 0.440 0.271

地元金融機関から取得している 0.612 0.117 0.158

大学・研究機関から取得している 0.544 0.445 -0.043

規制機関・標準化機関から取得している 0.527 0.365 0.003

各種展示会・学会に参加し取得している 0.156 0.785 0.206

技術・業界関連団体から取得している 0.380 0.619 0.150

部品・部材のサプライヤーから取得している 0.171 0.172 0.819

取引先・顧客から取得している -0.018 -0.051 0.610

同業他社の動向を参考に取得している -0.027 0.300 0.544

情
報
取
得
の
因
子
構
造



ICT
の
活
用

69

Soto-Acosta & Martinez-Conesa (2018)を一部改変。



市
場
環
境
の
変
化

70

Jansen et al. (2006)を一部改変。

Jansen et al. (2006)を一部改変。



脱
炭
素
経
営
の
実
践

71
Valdez-Juárez & Castillo-Vergara (2021)を一部改変。



パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

72

Božič & Dimovski (2019)を一部改変。



結果

73



パフォーマンス
に伸びしろ。

74

平均値の比較（いずれも１~５点の値を取り得る尺度）

市場の変化を感

じつつも社内環境
の整備は進まず。

情報源は既存の取
引先が主。

ICTも脱炭素も進

まず。

探索よりも深化。



資本金規模と正社員数は両
利きと相関しない。
⇒会社規模は両利きと関係
ない。

市場の変化、社内環境の整
備、情報取得２（集まりか
ら）、ICTの活用は両利き
と正の相関。
⇒市場変化が激しく、社内
環境の整備が進み、展示会
などの集まりからの情報取
得に積極的で、ICT化が進
んだ会社ほど両利きが進む。

情報取得１（専門家から）
は両利きと負の相関。
⇒コンサルや大学と関わる
と両利きが停滞？

階層的重回帰分析の結果①

両利きの決定要因

75

モデル１ モデル２

両利き 両利き

β t p β t p

資本金規模 -0.037 -0.499 0.619 -0.024 -0.380 0.705

正社員数 0.162 2.146 0.034 * 0.075 1.210 0.229

市場の変化 0.604 8.507 0.000 *** 0.213 2.748 0.007 **

社内環境の整備 0.347 4.041 0.000 ***

情報取得１（専門家から） -0.331 -4.347 0.000 ***

情報取得２（集まりから） 0.300 4.112 0.000 ***

情報取得３（取引先から） 0.119 1.923 0.057

ICTの活用 0.151 2.248 0.026 *

脱炭素経営の実践 0.122 1.633 0.105

R2 0.416 0.643

正社員数、市場の変化は両
利きと正の相関。

集まりからの
情報とICT活用
が両利きの鍵

専門家の情報は害？
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モデル３ モデル４

探索 深化

β t p β t p

資本金規模 -0.059 -0.908 0.366 0.026 0.310 0.757

正社員数 0.067 1.029 0.306 0.056 0.673 0.502

市場の変化 0.176 2.177 0.032 * 0.175 1.672 0.097

社内環境の整備 0.428 4.766 0.000 *** 0.123 1.063 0.290

情報取得１（専門家から） -0.165 -2.080 0.040 * -0.397 -3.860 0.000 ***

情報取得２（集まりから） 0.185 2.431 0.017 * 0.318 3.238 0.002 **

情報取得３（取引先から） 0.035 0.538 0.591 0.171 2.048 0.043 *

ICTの活用 0.114 1.624 0.107 0.137 1.508 0.134

脱炭素経営の実践 0.172 2.209 0.029 * 0.018 0.177 0.860

R2 0.610 0.350

情報取得２（集まりか
ら）、情報取得３（取引
先から）は深化と正の相
関。
⇒展示会などの集まりか
らの情報取得に積極的で、
取引先からの情報取得に
も積極的な会社ほど深化
が進む。ICTや脱炭素は
関係しない。

市場の変化、社内環境の整備、情報取得２（集ま
りから）、脱炭素経営の実践は探索と正の相関。
⇒市場変化が激しく、社内環境の整備が進み、展
示会などの集まりからの情報取得に積極的で、脱
炭素に積極的な会社ほど探索が進む。

階層的重回帰分析の結果②

探索と深化の決定要因

取引先情報は深化を促進
脱炭素経営は探索を促進
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モデル５ モデル６

パフォーマンス パフォーマンス

β t p β t p

資本金規模 0.027 0.272 0.786 0.034 0.347 0.729

正社員数 -0.022 -0.220 0.826 -0.044 -0.448 0.655

市場の変化 -0.145 -1.182 0.240 -0.208 -1.660 0.100

社内環境の整備 0.265 1.946 0.054 0.163 1.132 0.260

情報取得１（専門家から） -0.312 -2.583 0.011 * -0.215 -1.665 0.099

情報取得２（集まりから） 0.026 0.224 0.823 -0.062 -0.511 0.611

情報取得３（取引先から） 0.038 0.388 0.699 0.003 0.031 0.975

ICTの活用 0.102 0.957 0.341 0.057 0.535 0.594

脱炭素経営の実践 0.092 0.779 0.438 0.056 0.476 0.635

両利き 0.295 2.001 0.048 *

R2 0.100 0.132

情報取得１（専門家から）はパ
フォーマンスと負の相関。
⇒コンサルや大学と関わるとパ
フォーマンスが悪化？

両利きはパフォーマンス
と正の相関。
⇒両利きがパフォーマン
スを高める。

階層的重回帰分析の結果③

パフォーマンスの決定要因
（両利き投入）

両利き投入

両利きはパフォーマンスを高める



階層的重回帰分析の結果③

パフォーマンスの決定要因
（探索・深化投入）
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モデル７ モデル８

パフォーマンス パフォーマンス

β t p β t p

資本金規模 0.030 0.299 0.765 0.020 0.210 0.834

正社員数 -0.025 -0.251 0.802 -0.036 -0.371 0.711

市場の変化 -0.154 -1.222 0.224 -0.190 -1.553 0.123

社内環境の整備 0.244 1.629 0.106 0.234 1.741 0.084

情報取得１（専門家から） -0.304 -2.460 0.015 * -0.212 -1.678 0.096

情報取得２（集まりから） 0.017 0.141 0.888 -0.055 -0.462 0.645

情報取得３（取引先から） 0.036 0.369 0.713 -0.005 -0.053 0.958

ICTの活用 0.096 0.891 0.375 0.067 0.638 0.525

脱炭素経営の実践 0.084 0.690 0.491 0.088 0.755 0.452

探索 0.049 0.341 0.733

深化 0.254 2.336 0.021 *

R2 0.101 0.142

情報取得１（専門家から）はパフォー
マンスと負の相関。
⇒探索はパフォーマンスを高めない。
また、コンサルや大学の悪影響が残存。

深化はパフォーマンスと
正の相関。
⇒深化はパフォーマンス
を高める。

探索投入 深化投入 探索はパフォーマ
ンスを高めない。
深化はパフォーマ
ンスを高める。



79深化×探索 (r = 0.356)

深化×探索 深化と探索には、中程度の相関がある。
⇒両利きは可能だが、容易ではない。
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両利き (r = 0.264) 探索 (r = 0.161) 深化 (r = 0.284)

パフォーマンス
×両利き

両利き・深化は、探索よりもパフォーマンスと
強く相関。
⇒パフォーマンスを上げるには、両利きか深化。

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

弱い
強い

強い

注：両利き＝（探索＋深化）÷２。両利き＝探索×深化とした場合、r = 0.238。
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市場の変化 (r = 0.627) 市場の変化 (r = 0.607) 市場の変化 (r = 0. 414)

両利き
×市場の変化

市場の変化は、深化よりも両利き・探索
と強く相関。⇒市場の変化が大きいと、
両利きと探索が進む。

深
化

両
利
き

探
索

弱い

強い 強い
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社内環境の整備 (r = 0.648) 社内環境の整備 (r = 0.700) 社内環境の整備 (r = 0.343)

両利き
×社内環境の整備

深
化

両
利
き

探
索

社内環境の整備は、深化よりも両利き・
探索と強く相関。⇒社内環境の整備が進
むと、両利きと探索が進む。

弱い

強い

強い



深
化

両
利
き

探
索

情報取得２ (r = 0.439) 情報取得２ (r = 0.413) 情報取得２ (r = 0.303)

両利き
×情報取得２
（集まりから）
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情報取得２は、深化よりも両利き・探索
と強く相関。⇒展示会などでの情報取得
が活発だと、両利きと探索が進む。

弱い

強い

強い
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情報取得３ (r = 0.401) 情報取得３ (r = 0.328) 情報取得３ (r = 0.334)

両利き
×情報取得３
（取引先から）

深
化

両
利
き

探
索

（集まり
からより
も）弱い

情報取得３は、相対的に、両利き・探索よ
りも深化と強い相関。⇒取引先からの情報
は、両利き・探索よりも、深化を高める。

（集まり
からより
も）弱い

（集まりからよ
りも）強い



情報取得１ (r = 0.106) 情報取得１ (r = 0.227) 情報取得１ (r = -0.074)

深
化

両
利
き

探
索
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両利き
×情報取得１
（専門家から）

情報取得１は、両利き・探索・深化と負の
相関。⇒コンサルや大学からの情報への過
度な依存は、両利き、探索、深化を下げる。
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ICTの活用 (r = 0.445) ICTの活用 (r = 0.453) ICTの活用 (r = 0.267)

両利き
×ICTの活用

深
化

両
利
き

探
索

ICTの活用は、深化よりも両利き・探索と
強く相関。⇒ICTの整備が進むと、両利き
と探索が進む。

弱い
強い 強い
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脱炭素経営の実践 (r = 0.461) 脱炭素経営の実践 (r = 0.528) 脱炭素経営の実践 (r = 0.211)

両利き
×脱炭素経営の実践

深
化

両
利
き

探
索

脱炭素経営の実践は、深化よりも両利
き・探索と強く相関。⇒脱炭素経営に積
極的だと、両利きと探索が進む。

弱い強い 強い



自由回答の分析

88



設問１7 貴社が既存事業
と新規事業を両立する上で
の自社の課題について具体

的にご記入下さい。



注) 設問１7「貴社が既存事業と
新規事業を両立する上での自社の
課題について具体的にご記入下さ
い」に回答されたコメントを用い
て、共起ネットワーク図（個々人
のコメント間の共通性を示すネッ
トワーク図）を描いた。

描画にはテキストマイニングソフ
ト KH Coder を用いた。図では、
文書で出現する単語（抽出語）の
うち、共起関係にある（一緒に用
いられる傾向にある）単語が線で
結んで表現されている。円の大き
さは単語が使われた頻度を表す。

解釈を用意にするため、頻度が2
を下回る単語を予め除外した。分
析の結果、共起関係にある以下の
７つのグループが抽出された。

一部の読み難い表現については、
原文の意味を崩さないように注意
しながら修正を行った。 90



91

「受注」「要求」「客」
「原価」などで構成され
る紫色のグループは、主
に、新規事業で開拓した
顧客の要求への対応の難
しさについてのコメント
である。

例：

「新規事業により受注し
た客先の要求や仕様に慣
れるまでに相当の勉強が
必要で、技術・技能の習
得に時間とお金がかかる。
これに耐える体力がいる
こと。」（#58）

「適正原価で提供する
サービスと市場要求の
ギャップ。」 （#139）

既存事業と新規事業を両
立する上での自社の課題



「社員」「積極」「差」
などで構成される赤色の
グループは、主に、新規
事業を行うための社員の
モチベーションの不足に
ついてのコメントである。

例：

「社員のやる気に差を感
じる（やったことがない
からできない、やりたく
ない）。反面、積極的に
関わりたいという社員も
いる。」（#80）

「新規事業に取り組む社
員の意識改革（変化を好
まない社員の教育）。」
（#107）

92

既存事業と新規事業を両
立する上での自社の課題



「理解」「周知」「充
分」などで構成される黄
緑色のグループは、主に、
新規事業を行うための社
員への情報周知の不足に
ついてのコメントである。

例：

「周知が十分に行われな
いことで、従業員の間に
新規事業への理解が充分
ではないように思われ
る。」（#96）

「従業員全員が新旧事業
に興味・理解を示すこと。
」（#108）

93

既存事業と新規事業を両
立する上での自社の課題



「製品」「市場」「対
応」で構成される青色の
グループは、主に、グ
ローバル化や情報化、環
境意識の高まりなどへの
対応の難しさについての
コメントである。

例：

「市場のグローバル化や
情報の多様化に対応する
ために、他社との差別化
や環境対応を両立できる
生産と製品開発を進めて
いる。」（#1）

「新しい製品開発、海外
展 開 で き る 人 材 。 」
（#24）

94

既存事業と新規事
業を両立する上で
の自社の課題



「新規」「リソース」
「開拓」などで構成され
る黄色のグループは、主
に、新規事業に振り向け
るためのリソースの不足
についてのコメントであ
る。

例：

「売上を維持するために
既存事業に注力している
ため、新規事業に向けた
技術開発のために人員な
どのリソースを配分でき
ない。」（#119）

「全く新しい技術を必要
とする事業だとリソース
的に難しい。既存事業の
周 辺 技 術 中 心 に 検 討
中。」（#128）
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既存事業と新規事
業を両立する上で
の自社の課題



「老朽」「コスト」など
で構成されるオレンジ色
のグループは、主に、設
備の老朽化に伴うコスト
アップについてのコメン
トである。

例：

「物価高騰により設備投
資 が 出 来 な い 。 」 
（#112）

「既存設備の老朽化に伴
うコストアップにより新
規事業への予算取りが厳
しい。」（#118）

96

既存事業と新規事
業を両立する上で
の自社の課題



「器用」「少ない」「簡
単」などで構成される緑
色のグループは、主に、
精神面や技術面で充実し
た人材の不足についての
コメントである。

例：

「リーダー的な人材が不
足している。普通の人は
余っているが、器用な人
が少ない。」（#57）

「30名くらいの会社で、

新規事業と言ってもそう
簡単に出来るものではな
く 、 能 力 が な い 。 」
（#82）

97

既存事業と新規事
業を両立する上で
の自社の課題
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以上から、「企業が既存事業と新規事業を両立する上での自社の課題」と
しては、以下の７つにまとめることが出来る。

1.新規事業で開拓した顧客の要求への対応の難しさ

2.新規事業を行うための社員のモチベーションの不足

3.新規事業を行うための社員への情報周知の不足

4.グローバル化や情報化、環境意識の高まりなどへの対応の難しさ

5.新規事業に振り向けるためのリソースの不足

6.設備の老朽化に伴うコストアップ

7. 精神面や技術面で充実した人材の不足



設問１8 貴社が既存事業と
新規事業を両立するために必
要な支援・施策（公的機関へ

のご要望）について具
体的にご記入下さい。



注) 設問１8 貴社が既存事業
と新規事業を両立するために必
要な支援・施策（公的機関への
ご 要 望 ） に つ い て 具
体的にご記入下さい。

描画にはテキストマイニングソ
フト KH Coder を用いた。図で
は、文書で出現する単語（抽出
語）のうち、共起関係にある
（一緒に用いられる傾向にあ
る）単語が線で結んで表現され
ている。円の大きさは単語が使
われた頻度を表す。

解釈を用意にするため、頻度が
2を下回る単語を予め除外した。
分析の結果、共起関係にある6
つのグループが抽出された。

一部の読み難い表現については、
原文の意味を崩さないように注
意しながら修正を行った。

100
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「マッチング」「市場」
「価格」などで構成される
赤色のグループは、主に、
価格や事業についてのマッ
チング支援に関するコメン
トである。

例：

「取引先と適正価格につい
て交渉が出来る場が欲し
い。」（#1）

「受発注業者とのミスマッ
チが良く起こるので、ヒア
リングを基にマッチングし
てほしい。」（#80）

既存事業と新規事業を両立
するために必要な支援・施策
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「人材」「育成」「活用」
「新規」などで構成される
黄色のグループは、主に、
人材育成に向けた支援に関
するコメントである。

例：

「人材育成や能力開発、技
術力の向上、働き方改革へ
の対応、各種助成金の活
用。」（#100）

「新規事業に対する補助金
と人材支援。」（#122）

既存事業と新規事業を両立
するために必要な支援・施策
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「設備」「投資」「必要」
などで構成される青色のグ
ループは、主に、設備投資
に向けた支援に関するコメ
ントである。

例：

「新規事業は設備投資が必
要になるため、設備投資を
した後、すぐに補助金を出
して欲しい。」（#35）

「新たな設備投資や、技
術・人・物・金への支援が
必要。」（#55）

既存事業と新規事業を両立
するために必要な支援・施策
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「技術」「指導」「大学」
などで構成される紫色のグ
ループは、主に、新規事業
開拓に向けた技術指導に関
するコメントである。

例：

「新規事業の製品には、当
社の現状の技術力では対応
できない部分があった。そ
のため、大学の研究室に頼
んで開発指導をしてもらっ
ている。このように広く技
術的応援が得られる体制が
あると良い。」（#58）

「企業連携や技術指導支援
の仕組み。」（#71）

既存事業と新規事業を
両立するために必要な
支援・施策
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「中小」「企業」「取り組
み」「紹介」「サポート」
などで構成される緑色のグ
ループは、主に、資金や技
術、産官学連携に向けた支
援に関するコメントである。

例：

「中小企業の発展を支援す
るような資金面での対応や、
産官学が一体となった取り
組みが出来るような機会が
設けてもらえると良い。」
（#77）

「設計・開発・品質保証人
材の紹介・サポート・補助
金的な支援。」（#132）

既存事業と新規事業を
両立するために必要な
支援・施策
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「公的」「機関」等で構成
されるオレンジ色のグルー
プは、主に、公的機関の支
援への悲観的な見方に関す
るコメントである。

例：

「公的機関の支援等も基本
的 に 不 安 で あ る 。 」
（#40）

「公的機関の支援・施策で
は、解決できないと考えて
いる。」（#96）

既存事業と新規事業を
両立するために必要な
支援・施策
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以上から、「企業が既存事業と新規事業を両立するために必要な支援・施策」
は、
以下の６つにまとめることが出来る。

1.価格や事業についてのマッチング支援

2.人材育成に向けた支援

3.設備投資に向けた支援

4.新規事業開拓に向けた技術指導

5.資金や技術、産官学連携に向けた支援

6. 現場の課題に寄りそう支援（公的機関の支援への悲観的な見方の払拭）



解説
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109深化×探索 (r = 0.356)

両利きの現状

両利きは可能だが、容易ではない



分析結果の要点
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1. 両利き（或いは探索）は、

• 社内環境の整備、
• 情報取得、
• ICTの活用、
• 脱炭素経営の実践

と相関する。

2. 両利きは、これらとパフォーマンスの関係を仲介する。
3. 深化は、情報取得およびパフォーマンスと相関する。



簡単に言うと、ねじれを解くのは両利き

111

諸条件が整うと、両利き（或いは

探索）が可能になる。

しかし、パフォーマンスを高め

るのは、両利き（或いは深化）。

⇒探索に焦点を当てるとパフォーマ
ンスが高まらず、深化に焦点を当て
ると諸条件が整わない。

よって、両利きがベストな選択

諸条件
両利き パ

フォー
マンス

諸条件
探索

深化 パ
フォー
マンス

パ
フォー
マンス

諸条件



展示会などの集まりからの情報が有効
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このうち、情報取得に関しては、

• 取引先（サプライヤー・顧

客）からよりも、

• 集まり（各種展示会・学会や

技術・業界関連団体）から

の情報取得が、両利き、或いは探
索に有効。

探
索

集まりから情報取得
 (r = 0.413)

強い
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なぜならば、

取引先：既存の製品やサービスを前提

としているため、深化の情報が得られて

も探索の情報を得難い。

集まり：既存のネットワークの枠を越

えて集まる場であるために、深化の情報

だけでなく探索の情報を得易い。

取引先からの情報取得
 (r = 0.328)

探
索

（集まり
からより
も）弱い



専門家からの情報は両利きを阻害する

114

また、コンサルタントや大学、研究機関
などの専門家からの情報取得は、両利き、

探索、深化のいずれに対しても阻害要
因であることが示された。両

利
き

情報取得１ (r = 0.106)
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文部科学省科学技術・学術政策研究所（2020）によれば、

中小企業側の問題： 自社の技術の強みや課題を言語化し

て相手に伝えることが出来る人材が不足し、専門組織と

の有益な関係構築やコミュニケーションを阻害。

専門組織側の問題： 知見が不足し、今後のニーズが

ある技術を見極められない。

⇒産官学連携が上手く行っていないこと、行政によるマッチ
ング等の働きかけによる改善の余地が小さくないことを示唆。



ICTが両利きを促進
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ところが、オープンイノベーション

にはコストがかかる。

そのため、組織内で

情報の効率的な管理が必要。

⇒ICTの活用に習熟するほど、

効果的に情報を取得・活用しながら

両利きを実現。

両
利
き

ICTの活用 (r = 0.445)



脱炭素経営が探索を促進
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一方、脱炭素経営の実践は、

時代の要請であり、かつ、

新しい技術や資源への

アクセスが必要。

そのため、探索を促し、製品や

サービスの幅を広げる。
脱炭素経営の実践 (r = 0.528)

探
索
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ICT化と脱炭素経営は、

• コロナ禍によるリモートワークの普及や

• SDGsを契機とした環境意識の高まり

により進展した領域。

⇒上手く時流に乗れた中小企業が両利きを実現している。



両利きor深化がパフォーマンスを高める
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しかし、たとえ時代の要請であっても、ひとつの中小企業に
とって、探索を取り入れるインセンティブは低い

理由は、日本の中小企業は、ドイツの「隠れたチャンピ

オン企業」などと異なり、大企業の下請けとしての性格が

強く、そのため、販路を既存のネットワークに依存している
から。
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⇒そのため、深化の合理性が高い。両利きではなくても、

深化だけで高いパフォーマンスを実現できる。

探索 (r = 0.161) 深化 (r = 0.284)

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス 弱い 強い
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従来の研究では、

• 短期的には深化に合理性があっても、

長期的にはリスクが大きいこと、

• そのため、両利きが大事であること

が主張されてきた（c.f. March）。
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しかし、ドイツなどと異なり、現状、深化への偏重が利益を

上げる仕組みになっている日本では、事態は海外よりも複雑。

⇒「短期的にはいいが長期的にはダメ」という論法が通じな
い可能性。中小企業の多くは深化で長く続いてきたのだから。
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強調するべきは、本研究の結果は、

深化だけでなく、両利きもまた、
パフォーマンスを高める可

能性が示されたこと。

両利き (r = 0.264)

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

強い

注：両利き＝（探索＋深化）÷２。両利き＝探索×深化とした場合、r = 0.238。



広く、長期的視野に立てば探索も大事

124

探索が加われば、個別企業にとっては合理的ではなくとも、

一国・地球単位で合理性がある。

⇒日本の中小企業における両利きの是非を
議論するには、

• 短期・長期という時間軸に加えて、

• 国や地球という空間軸が必要。
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なぜならば、

ICT化を伴わない深化は、

短期・個別的には成果をあげるかも知れないが、

長期・地球的には、古い設備の放置や情報化の遅れにつ

ながり、グローバル化の中で競争力を失う。
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脱炭素を伴わない深化もまた、

短期・個別的には成果をあげるかも知れないが、

長期・地球的にはSDGsの流れの中で取引先からの信用を

失い、グローバル化の中で競争力を失う。



両利きで妥協点を見つける
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日本におけるイノベーションを巡る議論の対立と矛盾は、

一国レベルの国際競争力の足枷となり、長い停滞の原因に

なってきた可能性がある。

両利きは、こうした葛藤を克服し、社内環境の整備や、

ICT化、脱炭素、情報ネットワークの拡大を伴って、企業と

国が高いパフォーマンスを達成するための解となり得る。
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このように、両利きは、

それが個別の企業にとって望ましいか否か
という議論だけでなく、

国や地球全体にとってどうかという議論や、

理想と現実の間でどのように妥協点を見つければ

いいのかという議論に膨らませることが可能。

理想 現実



必要な支援
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⇒例えば、行政による

• 脱炭素に取り組む中小企業のICT化支援や人材育成支援、

• 企業間連携、或いは産学連携に向けた支援

などが有効と考えられる。
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とまとめてしまうとありきたりなので、もう少し踏み込むと、

• これまで、脱炭素、ICT、人材育成、企業間・産学連携等は

個別に支援対象とされてきたが、両利きの観点では

 組み合わせた支援が効果的。
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• 事業を存続させることを支援の目的にするのではなく、両利

きのリスクを負える、少し余裕のある企業（深化で成果を

上げている企業）を選定し、既存事業を継続しながら先駆的

に探索に取り組んでもらうという工夫が必要。



132

言い換えれば、時流を読み解き、一歩先の世界を見据えながら、

（同時に、無茶を強いることのないように十分に気をつけなが

ら）目先の儲けではなく「世のため人のため」という地球

規模の利他の精神を持った中小企業を選び、両利きの支援を行
うことが、行政や研究機関に求められている。
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ご清聴ありがとうございました。
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